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８月 11日 後援会と合同の 
出前演説会時間と場所 

＊２：４０ 呉竹・亀山神社御旅所前 

＊３：２０ 長寺・山本米穀さま東 

財
界
に
モ
ノ
が
言
え
る
党 

い
よ
い
よ
、
総
選
挙
で
す
。 

若
い
方
と
話
す
機
会
が
あ
っ
て
「
今
度
の
選

挙
ど
う
で
す
か
」
と
た
ず
ね
る
と
、
「
け
っ
こ

う
関
心
あ
り
ま
す
よ
」
と
の
返
事
。
「
あ
ま
り

に
も
税
金
が
高
い
た
め
に
、
集
め
方
、
使
い
方

に
大
き
な
不
満
が
あ
り
、
ど
の
政
党
が
ま
と
も

か
判
断
し
た
い
」
と
話
し
て
く
れ
ま
し
た
。 

雇
用
破
壊
、
農
業
つ
ぶ
し
、
医
療
崩
壊
、
年

金
不
安
・
・
・
な
ど
、
国
民
が
直
面
し
て
い
る

困
難
の
元
を
た
ど
れ
ば
、
財
界
の
身
勝
手
な
要

望
を
自
公
政
権
が
受
け
入
れ
て
き
た
か
ら
に

他
な
り
ま
せ
ん
。
こ
の
財
界
に
キ
ッ

チ
リ
と
モ
ノ
が
言
え
る
日
本
共
産

党
が
伸
び
て
こ
そ
、
国
民
の
困
難
を

打
開
し
「
新
し
い
日
本
の
進
路
が
開

け
る
」
と
確
信
し
て
い
ま
す
。 

財
界
中
心
、
「
軍
事
同
盟
絶
対
」

の
政
治
が
切
り
換
わ
れ
ば
、
【
国
民

の
く
ら
し
を
守
る
ル
ー
ル
あ
る
経

済
社
会
、
自
主
・
自
立
の
平
和
外
交
】

へ
向
け
た
政
治
の
新
し
い
ペ
ー
ジ

が
始
ま
り
ま
す
。
甲
良
町
に
住
む
私

た
ち
も
、
税
金
の
負
担
額
、
介
護
保

険
や
年
金
な
ど
、
ほ
と
ん
ど
国
の
制

度
の
下
で
く
ら
し
て
い
ま
す
。
も
ち

ろ
ん
町
政
独
自
の
課
題
も
あ
り
ま

す
が
、
国
の
政
治
の
中
身
を
変
え
る

こ
と
に
よ
っ
て
暮
ら
し
や
農
業
を

守
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。 

こ
の
間
、
町
政
に
つ
い
て
も
色
々

な
願
い
を
聞
か
せ
て
い
た
だ
き
ま

し
た
。
そ
の
願
い
を
実
ら
せ
る
た
め

に
も
、
こ
の
選
挙
で
前
進
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
と
考
え
て
い
ま
す
。 

私
た
ち
は
、
み
な
さ
ん
の
期
待
に

応
え
て
「
国
民
が
主
人
公
で
安
心
と

希
望
の
あ
る
政
治
」
実
現
の
た
め
全

力
を
つ
く
し
ま
す
。
み
な
さ
ん
の
ご

要
望
・
ご
意
見
を
お
寄
せ
く
だ
さ
る

よ
う
お
願
い
致
し
ま
す
。 

町
議
会
議
員 

西
澤
伸
明 

右の日程にて場所をお借りし、街

頭（辻）ワンポイント演説を行いま

す。一ヶ所 10分～15分程度です。暑

い最中ではございますが、どうぞお

気軽にお聞き下されば幸いです。 
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日 開始時間 区 場所 
１６：００ 長寺西 トミタさま前 
１６：３０ 長寺東 願得寺前 
１７：００ 法養寺 甲良豊後守宗廣記念館前 

１７：３０ 横関 横関草の根ハウス前 

１２（木） 

１８：００ 在士 Ｋモールさま西側 
１６：００ 北落 にこにこ広場前 
１６：３０ 金屋 秀佳苑呉服さま西側 
１７：００ 正楽寺 若一神社南側 

１３（金） 

１７：３０ 池寺 池寺公民館前 
１６：００ 横関（古川） 正覚寺前 
１６：３０ 下之郷 いずみフードさま前 
１７：００ 尼子 八百政さま前 
１７：３０ 小川原 小川原公民館前 

１７（月） 

１８：００ 呉竹 呉竹小集会所西側 
 



 
2009年 8月 9日(日)「しんぶん赤旗」より 

民主の日米ＦＴＡ公約手直し 
「締結」→「交渉を促進」 
「文言修正」にすぎず 

民主党は７日、政権公約（マニフェスト）に明記した、

米国との自由貿易協定（ＦＴＡ）の「締結」を、「（ＦＴＡ）

の交渉を促進し」と修正しました。 

 

７月２７日に同党が政権公約を発表すると、「公約通りに協定

を締結すれば、日本農業への打撃は極めて大きい」「米国依存を

強め、食料安保上の危険さえある」（日本農業新聞７月２９日付

「論説」）など、農業関係者が猛烈に反発しました。 

民主党は、「米など重要な品目の関税を引き下げ・撤廃すると

の考えを採るつもりはない」などとする緊急声明を発表（７月

２９日）。幹部らが弁明に追われました。 

日本共産党の志位和夫委員長は４日、ＦＴＡ交渉が「農業を

含まないわけにはいかない」とする米駐日経済担当公使の発言

も紹介し、民主党の言い逃れは通用しないと批判。日米経済協

議会の委託研究でも日米ＥＰＡ（経済連携協定）締結の影響と

して、米で８２・１４％、穀物で４８・０３％の生産減少をも

たらすとしていることを示し、「日本農業の土台を支える米が文

字通り壊滅的な打撃を受けることになる」として、「断固反対」

の立場を表明しました。 

その後も、民主党の鳩山由紀夫代表や岡田克也幹事長らが弁

明を繰り返し、激しさを増す批判を前に、ついに「修正」に追

い込まれたものです。 

しかし、菅直人代表代行は「修正」を発表した会見（７日）

で、「ＦＴＡ交渉の推進は従来からの基本方針の中に入っている。基本方針が変わった

ということではまったくない」と述べました。これは今回の「修正」が「公約の修正」

でなく「文言の修正」にすぎないことを認めるものです。 

同党の「ＦＴＡ締結」公約に厳しい批判が起こった根本には、食料自給率４０％とい

う日本の農業の深刻な状況、農業経営の危機があります。「政権交代」、「自公政権の退

場」を求める国民の声は、アメリカの求めに応じて農産物輸入の自由化を進め、日本農

業を危機に陥れた自民党農政の根本的な転換を求めるものでもあります。 

米国とのＦＴＡ締結論が出てきた根本には、民主党の直嶋正行政調会長が「日米同盟

強化と合わせてＦＴＡの締結をうたった」（マニフェスト発表の記者会見、７月２７日）

というように、日米同盟強化の主張があります。（中祖寅一） 

 


